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申告内容に不明点がある場合、 
日中連絡が取れる連絡先をご記入ください。 

⑤

⑥

⑦

⑧

㈱フルキャストホールディングス

年末調整センター

業務時間 ： 平日 10：00 ～ 18：30

会社連絡先

個人連絡先

提出期限

　令和7年　　月　　日(　)　　必着

①

②

③

④

はじめにお読みください　※冊子をご送付いただく際はホチキスを外さず、そのままの状態でお送

りください。ホチキスを外した状態で届いた場合、どなたの書類か判別できず、正しく年末調整を

行えない可能性があります。

年末調整とは、今年1年間で給与から差し引かれた所得税の合計額と正しい税額を精算するための手続きです。

ご自身の給与に対する所得税額の精算手続きになりますので、必ず冊子のご提出をお願いします。

印字された内容を削除・訂正する場合は、　「赤ボールペン」　で二重線を引いて、

正しい情報を余白部分に記入してください。※削除だけの場合は、二重線のみ。

新たに、加筆・追加する場合は、「黒ボールペン」で記入してください。

収入とは、会社からもらっている給与や、パートやアルバイトで得た給与となります。

所得とは、「収入」から「給与所得控除」を引いて残った額を意味します。

※注意事項※

給与所得控除は、収入により引く金額が異なります。詳しくは、4ページをご参照ください。

年末調整におけるご不明点がある場合、チャットで確認できます。

ご利用される方は右記ＱＲコードを読み取ってください。※12月31日までとなります。

令和7年度 年末調整申告書 冊子
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先
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2 「令和7年分 給所得者の扶養控除等（異動）申告書」 記入例 

    
  非居住者（国内に住所を有せず、かつ現在まで
引き続き1年以上国内に居所を有しない個人） 
※「親族関係書類」・「送金関係書類」・「留学生
ビザ」を用意し、貼付台紙に(翻訳文)添付。  
※送金関係書類とは、あなたが非居住者である親族
に支払った金額がわかる書類（扶養親族ごと） 
詳しくは国税庁HP、非居住者である親族について
扶養控除等の適用を受ける方へ（給与所得者用リー
フレット）をご参照ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※外国語で作成されている場合は、日本語での翻訳文も必要です。

〇

〇 〇 ×

a.留学生 〇

非居住者である

扶養親族

親族関係書類

（翻訳文）

送金関係書類

（翻訳文）

留学ビザ等書類

（翻訳文）

30歳未満

(1996/1/2以後生)

70歳以上

(1956/1/1以前生)

a～ｃ以外

30～69歳

(1956/1/2~

1996/1/1

生)

扶養控除の対象外

〇

〇

〇

※合計38万円以上

×

×

×

〇

〇

〇

〇
c.38万以上の

送金を受けている

b.障害者

ア   住民税に関する事項 
 
◆退職手当等をもらった配偶者や扶養親族がいる
場合に記入退職所得等を有する配偶者・扶養親族 
各種控除の対象となる配偶者または扶養親族に退
職所得が見込まれる場合、退職所得を除いた所得
の見積額等も記入し、申告していただくこととな
ります。 
税額計算にあたって、所得税は合計所得金額に退
職所得を含むのに対し、住民税は退職所得を含ま
ないとされていることから生じていた適用漏れに
対応するためです。 
①あなたと生計を一にする配偶者で本年中の 
 退職所得を除いた合計所得金額の見積額が 
 133万円以下 
②あなたと生計を一にする親族で、退職所得を 
 除いた合計所得合計所得金額が58万円以下 
《注意》 
・退職所得が見込まれない場合は申告の 
 必要はありません。  
・退職所得を含めた所得において所得税の 
 控除対象になる場合は申告の必要はありません。 
※障害者に該当する場合は右記③ 
 寡婦・ひとり親に該当する場合は右記⑤を 
 ご参照ください。 
 

イ 

  本人情報に訂正がない、配偶者、扶養親族がいな   
 い場合は、扶養控除申告書の記入を終え５ページへ。 
1 

  あなたの情報の更新 
 

●住所 
年内に住民票住所が変わる場合は、訂正してください。 
●配偶者有無 
婚姻をしている場合は、有（1） 
婚姻をしていない場合は、無（2） 
●障害情報、勤労学生、寡婦区分 
下記③~⑤の注意書きを見て訂正および記入してくださ
い。 

 
 
 

  源泉控除対象配偶者 
 

●配偶者がいる場合、あわせて配偶者控除申
告書も記入が必要です。(5ページ) 
●異動事由 
該当となる番号と日付を記入 
番号が２、３、5、8の場合は該当者を二重線
で削除。(※当年死亡除く) 
●所得95万以下（給与収入160万以下）の場
合は控除対象。上記の金額以上の場合は対象
外となります。 
●あなたの所得超過（900万超）により源泉
控除対象配偶者に該当しない場合でも次のい
ずれかの要件に該当する場合は5ページの配偶
者控除等申告書に記載ください。 
①あなたの所得が1805万円以下、且つ 
 配偶者の所得が95万超133万以下 
②配偶者の所得が58万以下、且つ配偶者 
 が障害を持っている 
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  あなた、配偶者及び扶養親族が障害者に該当する場   
 合、障害者区分と障害の程度（手帳の種類、等級、交
付日）を記入し、該当の障害者手帳または療育手帳のコ
ピーを用意し、貼付台紙に添付。(貼付台紙_8ページ) 
 
A.身体障害者手帳の1,2級該当者は特別障害者に該当 
B.療育手帳のA級等(自治体により異なる)該当者は 
 特別障害者に該当 
C.精神障害者保健福祉手帳の1級該当者は 
 特別障害者に該当 
※認定をした自治体・医師により、若干の違いがありま
すので詳しくは障害者認定をした自治体等にお問い合わ
せください。 
※同居特別障害者 は特別障害者に該当する方のうち、
「あなた」「あなたの配偶者」「あなたと生計を一にす
るその他の親族」のいずれかの方と常に同居している方。 

3 

  あなたが勤労学生の場合は１。対象ではない場合は   
 ２を記入。１の場合は在学校名及び、見積額を記入。
学生証のコピーを用意し、貼付台紙に添付。 
 (貼付台紙_8ページ) 

4 

  下図を参考に、あなたが寡婦（またはひとり親） 
  に該当するか判別ください。 
寡婦＝１、ひとり親＝２、対象外＝３。 

 
 
 

5 

  所得の金額を記入。 
 

所得とは収入から必要経費を引いた額。 
給与の場合は、本冊子の4ページの計算式を
参考にしてください。その他の所得について
はご自身でご確認ください。 

6 

7 

  16歳以上扶養親族 
  

1 老人扶養＝1956年1月1日以前生まれ 
※所得が58万以下 
 
2 特定扶養親族＝2003年1月2日～ 
         2007年1月1日の生まれ 
※所得が58万以下 
 
3 特定親族＝2003年1月2日～ 
       2007年1月1日の生まれ 
※所得が58万超～123万円以下 
 
4 その他扶養親族＝上記の日付以外 
※所得が58万以下 
 
●異動事由 
該当となる番号と日付を記入。 
番号２または8の場合は二重線で削除。 
※当年死亡除く 

8 

  16歳未満扶養親族 
 

●扶養対象区分 
16歳未満＝2010年1月2日以降生まれ 
●異動事由 
該当となる番号と日付を記入 
番号２または8の場合は二重線で削除。※当
年死亡除く 
●所得58万以下（収入123万以下）の場合は
控除対象。 

9 

あなたの情報

生年月日（西暦） 配偶者の有無 C　障害の内容 C　勤労学生

手帳の種類（名称） 1　学生　2対象外

給与の支払者の 在学校名 1　寡婦

法人（個人）番号 

（〒　　　　　　　　） 世帯主の氏名 手帳番号 入学年月日 2　ひとり親

給与の支払者 障害の等級

の所在地（住所） 3　対象外

あなたとの続柄(         ) 交付年月日 所得額 円

生年月日  　1 老人扶養(1956/1/1以前生) 2 特定扶養親族(2003/1/2~2007/1/1生)※所得58万以下

　 3 特定親族(2003/1/2~2007/1/1生)※所得58万超～123万以下 

（西　暦） 　 4 その他扶養親族（1、2、3に該当しない)

あなたとの同居区分 住　所　又　は　居　所 送金額

1　変更なし 12月31日までの所得額 手帳の種類（名称）

2　配偶者所得95万超 算出方法は4ページ参照 1　一般障害 

A 3　本人所得900万超
 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 2　特別障害(別居) 1　国外居住の配偶者 

4　追加 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

5　離婚 4　対象外 

8　死亡
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)

円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

B 8　死亡 9　対象外(日本国内居住)

円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 

円 障害の等級 交付年月日 円

9　退職手当を有する （〒　　　　　　　　　　） 退職所得以外 1　一般障害 非居住者区分と 寡婦又はひとり親

円 2　特別障害(別居) 送金額を記入

退職所得 3　同居特別障害 1　寡婦

円 4　対象外 2　ひとり親

所得合計 3　対象外

円 障害の等級 円

（フリガナ） あなたとの 控除を受ける他の所得者

D 氏名 続柄 氏　名 続柄 住所又は居所
（〒　　　　　　　　）

非居住区分と

送金額を記入

他の所得者が

控除を受ける

扶養親族等

生年月日（西暦） 住所又は居所

住民税に

関する事項

16歳未満の

扶養親族

1　同居

2　別居

住民税に関する事項

退職手当等を有する

配偶者・扶養親族

1　同居

2　別居

障　害　者　区　分

源泉控除

対象

配偶者
1　同居

2　別居

控除対象

扶養親族

16歳以上

の扶養親族

（2010.1.1

　以前生）

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

当年の所得種類と所得額

※収入ではなく、所得額

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4　その他扶養親族　

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4　その他扶養親族　

主

た

る

給

与

か

ら

控

除

を

受

け

る

区　分　等
異動月及び事由

異動年月日

（フリガナ）

氏　名

あなた

との続柄

給与の支払者

の名称（氏名 ）
従たる給与についての

扶養控除申告書の提出

（提出している場合には、

〇印を付けてください。）

（フリガナ）

あなたの氏名

C　寡婦　ひとり親

1　有

2　無

1　一般障害

2　特別障害

4　対象外

あなたの住所

又は居所

生年月日

(西暦)

この申告書において省略されている個人番号（マイナンバー）については、給与支払者に提供済みの個人番号（マイナンバー）と相違ありません。

給与支払者は、従業員より既に提供を受けている従業員等の個人番号（マイナンバー）について相違がないことを確認しました。

※令和6年12月31日時点の情報を記入してください

/

所轄税務署長等
税務署長

市区町村長 顧客CD

社員番号

所属名称

1 配偶者

2 留学

3 障害者

4 38万以上の支払

5 30歳未満又は70歳以上

9 対象外（日本国内居住）

令和7年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書 扶

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

/

/ /

/ /

// /

/ /

2
4

37

１

ア

5

6

8

9

イ

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3

141-0031

株式会社〇△□

1111111111111

東京都〇〇区〇〇〇

フルキ タロウ

3

24

850,000

1,420,000

0

0
福岡県福岡市中央区天神3-3

古木 桜

4

42

1度

愛の手帳

第………
1990/3/1

古木 太郎 1980/1/1 1

東京都品川区西五反田8-9-5

141-0032

東京都品川区西五反田13-1 ラボ103号

フルキ ハナコ

古木 花子

フルキ イチロウ

1985 4 6

1

2
8

1

2002 12 1

1

1

同上

同上

同上

1

4

長男

3

1943 4 3

父
2

古木 一郎

古木 均

フルキ ヒトシ

フルキ サクラ 2011 5 15

長女 1

9

9

9

12345〇〇〇street,△△△USA

500,000

6

2024 6 1

ひとり親

あなた自身が女性

夫と死別した

（または夫の生死不明）

扶養親族がいる

適用なし寡婦

合計所得金額が500万円以下

現在、独身である（もしくは配偶者が生死不明）

所得48万以下の同一生計の子がいる

YES

YES

YES

YES

YES

YES

NO

NO

NO

NO

NO

NO

所得58万以下の同一生計の子がいる 
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あなたの情報

生年月日（西暦） 配偶者の有無 C　障害の内容 C　勤労学生

手帳の種類（名称） 1　学生　2対象外

給与の支払者の 在学校名 1　寡婦
法人（個人）番号 

（〒　　　　　　　　） 世帯主の氏名 手帳番号 2　ひとり親
給与の支払者 障害の等級

の所在地（住所） 3　対象外
あなたとの続柄(   　　　     ) 交付年月日 所得額 円

 　1 老人扶養(1956/1/1以前生) 2 特定扶養親族(2003/1/2~2007/1/1生)※所得58万以下

　 3 特定親族(2003/1/2~2007/1/1生)※所得58万超～123万以下 

　 4 その他扶養親族（1、2、3に該当しない)

あなたとの同居区分 住　所　又　は　居　所 送金額

1　変更なし 12月31日までの所得額 手帳の種類（名称）

2　配偶者所得95万超 算出方法は4ページ参照 1　一般障害 

A 3　本人所得900万超
 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 2　特別障害(別居) 1　国外居住の配偶者 

4　追加 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

5　離婚 4　対象外 

8　死亡
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

B 8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

9　退職手当を有する （〒　　　　　　　　　　） 退職所得以外 1　一般障害 非居住者区分と 寡婦又はひとり親

円 2　特別障害(別居) 送金額を記入

退職所得 3　同居特別障害 1　寡婦

円 4　対象外 2　ひとり親

所得合計 3　対象外

円 障害の等級 円

（フリガナ） あなたとの 控除を受ける他の所得者

D 氏名 続柄 氏　名 続柄 住所又は居所
（〒　　　　　　　　）

給与の支払者

の名称（氏名 ）

従たる給与についての

扶養控除申告書の提出

（提出している場合には、

〇印を付けてください。）

（フリガナ）

あなたの氏名

C　寡婦　ひとり親

1　有

2　無

1　一般障害

2　特別障害

4　対象外

あなたの住所

又は居所

区　分　等
異動月及び事由

異動年月日

（フリガナ）

氏　名

あなた

との続柄

生年月日

(西暦)
当年の所得種類と所得額

※収入ではなく、所得額

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

源泉控除

対象

配偶者
1　同居

2　別居

控除対象

扶養親族

16歳以上

の扶養親族

（2010.1.1

　以前生）

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

非居住区分と

送金額を記入

異動年月日及び事由

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

住民税に

関する事項

16歳未満の

扶養親族

（2010.1.2

以降生）

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

主

た

る

給

与

か

ら

控

除

を

受

け

る

住民税に関する事項

退職手当等を有する

配偶者・扶養親族

1　同居

2　別居

他の所得者が

控除を受ける

扶養親族等

生年月日（西暦） 住所又は居所

障　害　者　区　分

生年月日

(西暦)

この申告書において省略されている個人番号（マイナンバー）については、給与支払者に提供済みの個人番号（マイナンバー）と相違ありません。

給与支払者は、従業員より既に提供を受けている従業員等の個人番号（マイナンバー）について相違がないことを確認しました。

※令和7年12月31日時点の情報を記入してください 所轄税務署長等
税務署長

市区町村長 顧客CD

社員番号

所属名称

1 配偶者

2 留学

3 障害者

4 38万以上の支払

5 30歳未満又は70歳以上

9 対象外（日本国内居住）

令和7年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書

/

扶

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

/

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

入学年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日
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5 
※令和7年１２月３１日時点の情報を記入してください。

あなたの情報

(〒　　　　　 　　　　　　)　　　　　　　

税務署長

●あなたの本年中の合計所得金額の見積額の計算 ●配偶者の情報

配偶者の氏名（フリガナ） 配偶者の生年月日　(西暦)

円

円 あなたと配偶者の住所又は居所が異なる場合の配偶者の住所又は居所 障害区分 あてはまる番号を□に記入してください。

(〒　　　　　　　　　　　)　　　 １　一般障害 ２　特別障害（別居）

円 円 ３　同居特別障害 ４　対象外

●配偶者の本年中の合計所得金額の見積額の計算

円

円

●控除額の計算 円 円

円

円

●控除額の計算

区分Ⅱが①・② 区分Ⅱが③・④

万円 万円

万円

年 月 日

円 円 万円

年 月 日

円 円 万円

●控除額の計算

95万円超100万円以下 100万円超105万円以下

手帳の種類 障害の程度 手帳番号 交付年月日

(〒　　　　　　　　　　　)　　　

円

特定親族の本年中の合計所得金額の見積額

2

あなたと

の続柄

生年月日

（2003.1.2生　～　2007.1.1生）

61万 51万 41万 11万 6万 3万

58万円超85万円以下 85万円超90万円以下 90万円超95万円以下

対象外

送金額非居住者である特定親族

B

C

C 16万円 12万円

6万円38万円 38万円 36万円 31万円48万円

26万円

11万円 9万円 7万円 6万円 4万円 2万円

区

分

Ⅰ

8万円

あなたと配偶者・扶養親族の住所又は居所が

異なる場合の配偶者・扶養親族の住所又は居所

あなたとの

続柄

左記のものの

合計所得金額□同一生計配偶者が特別障害者 ★☆

□扶養親族が特別障害者 ★☆

＊要件
記入

対象
★

特別障害者に

該当する事実

□　扶養控除申告書に同一の記載がある場合は左記にチェック。同一でない場合は該当する事実として下記に手帳の種類などを記入してください。

□あなた自身が特別障害者 ★

☆

（フリガナ）

同一生計配偶者または扶養親族の氏名
生年月日(西暦)

□扶養親族が年齢23歳未満（2003.1.2以降生） ☆

判定

4万円

2,450万円超　～　2,500万円以下

88万

68万

63万

58万

48万

32万

16万

950万円超　～　1,000万円以下

1,000万円超　～　2,350万円以下

2,350万円超　～　2,400万円以下

2,400万円超　～　2,450万円以下

489万円超　～　655万円以下

655万円超　～　900万円以下

18万円

26万円 21万円 16万円 11万円

14万円 11万円

④所得金額調整控除申告書 ※あなたの本年中の主たる給与の収入金額が850万円超で、左下の「＊要件」に該当する場合は記入対象欄に記載してください。

適用 配偶者控除 配偶者特別控除

1

（フリガナ）

特定親族の氏名

特定親族の本年中の

合計所得金額の見積額

特定親族

特別控除の額

あなたと特定親族の住所又は居所が

異なる場合の特定親族の住所又は居所

③給与所得者の特定親族特別控除申告書  ※あなたと生計を一にする年齢19歳以上23歳未満の親族で合計所得金額が58万円超123万円以下に該当する場合は記載してください。

控除額

105万円超110万円以下 110万円超115万円以下 115万円超120万円以下 120万円超123万円以下

63万 31万 21万

1万円

2万円

13万円 13万円

58万円超　～　95万円以下
配偶者

特別控除

③

95万円超　～　133万円以下 ④

3万円

26万円 24万円 21万円

給与所得以外の

所得の合計

区分Ⅱ

① ② ③

④

130万円超

133万円以下

100万円超

105万円以下

105万円超

110万円以下

110万円超

115万円以下

115万円超

120万円以下

120万円超

125万円以下

95万円超

100万円以下

給 与 の 支 払 者の

 所 在 地 （住所）

この申告書において省略されている個人番号（マイナンバー）については、給与支払者に提供済みの個人番号（マイナンバー）と相違ありません。

給与支払者は、従業員より既に提供を受けている従業員等の個人番号（マイナンバー）について相違がないことを確認しました。

所轄税務署長等 給与の支払者の

名称（氏名）

社員番号

（フリガナ）

あなたの氏名 顧客CD

※あなたの本年中の合計所得見積額の区分IがA～C

かつ、あなたの配偶者の合計所得見積額が133万円以下の場合は記載してください。

所得の種類 収入金額 所得金額 配偶者が非居住者の場合

右記に〇

配偶者が非居住者の場合

生計を一にする事実

1

給与の支払者の法人

（個人）番号
あなたの住所

又は居所
所属名称

給与所得（本業）
※本業と副業の合計収入額より計算

　②給与所得者の配偶者控除等申告書　①給与所得者の基礎控除申告書
※給与所得がある場合は

必ず記載してください。

2

区分Ⅰ基礎控除の額

配偶者控除の額

給与所得（副業）

3
給与所得以外の

所得の合計

あなたの本年中の合計所得金額の見積額

上記１～3の合計

1 給与所得

所得の種類

区分Ⅰ
2

基礎控除の額所得テーブル

132万円以下 95万

132万円超　～　336万円以下

336万円超　～　489万円以下

900万円超　～　950万円以下

A

収入金額

配偶者の本年中の合計所得金額の見積額

上記１～２の合計

配偶者

特別控除の額
A

適用 区分Ⅱ

判

定

58万円以下(70歳以上)

1956/1/1以前生 配偶者

控除

①

所得金額 所得テーブル

125万円超

130万円以下

B 32万円

区分Ⅱ

58万円以下(70歳未満) ②

基・配・特・所
令和7年分 給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 給与所得者の特定親族特別控除申告書 兼 所得金額調整控除申告書

※上記の表を参考に必ず記載してください

※表を参考に必ず記載してください

5 30未満又は70歳以上

9 対象外(日本国内居住)

5 30未満又は70歳以上

9 対象外(日本国内居住)
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あなたの情報

生年月日（西暦） 配偶者の有無 C　障害の内容 C　勤労学生

手帳の種類（名称） 1　学生　2対象外

給与の支払者の 在学校名 1　寡婦
法人（個人）番号 

（〒　　　　　　　　） 世帯主の氏名 手帳番号 2　ひとり親
給与の支払者 障害の等級

の所在地（住所） 3　対象外
あなたとの続柄(   　　　     ) 交付年月日 所得額 円

 　1 老人扶養(1957/1/1以前生) 2 特定扶養親族(2004/1/2~2008/1/1生)※所得58万以下

　 3 特定親族(2004/1/2~2008/1/1生)※所得58万超～123万以下

　 4 その他扶養親族（1、2、3に該当しない)

あなたとの同居区分 住　所　又　は　居　所 送金額

1　変更なし 12月31日までの所得額 手帳の種類（名称）

2　配偶者所得95万超 算出方法は4ページ参照 1　一般障害 

A 3　本人所得900万超
 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 2　特別障害(別居) 1　国外居住の配偶者 

4　追加 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

5　離婚 4　対象外 

8　死亡
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

B 8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称） 2　留学 

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 3　障害者 

4　追加 （〒　　　　　　　　　　） 所得額 3　同居特別障害 4　38万以上の支払 

6　特定親族特別控除 4　対象外 手帳番号 5　30歳未満又は70歳以上 

8　死亡 9　対象外(日本国内居住)
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

1　変更なし （〒　　　　　　　　　　） 12月31日までの所得額 1　一般障害 手帳の種類（名称）

2　扶養対象外 算出方法は4ページ参照 2　特別障害(別居) 6　国外居住の16歳未満

4　追加 所得額 3　同居特別障害 手帳番号 9　対象外(日本国内居住)

8　死亡 4　対象外 
円 障害の等級 交付年月日 円

9　退職手当を有する （〒　　　　　　　　　　） 退職所得以外 1　一般障害 非居住者区分と 寡婦又はひとり親

円 2　特別障害(別居) 送金額を記入

退職所得 3　同居特別障害 1　寡婦

円 4　対象外 2　ひとり親

所得合計 3　対象外

円 障害の等級 円

（フリガナ） あなたとの 控除を受ける他の所得者

D 氏名 続柄 氏　名 続柄 住所又は居所
（〒　　　　　　　　）

給与の支払者

の名称（氏名 ）

従たる給与についての

扶養控除申告書の提出

（提出している場合には、

〇印を付けてください。）

（フリガナ）

あなたの氏名

C　寡婦　ひとり親

1　有

2　無

あなたの住所

又は居所

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

当年の所得種類と所得額

※収入ではなく、所得額

非居住区分と

送金額を記入

1　一般障害

2　特別障害

4　対象外

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

障　害　者　区　分区　分　等
異動月及び事由

異動年月日

（フリガナ）

氏　名

あなた

との続柄

控除対象

扶養親族

16歳以上

の扶養親族

（2011.1.1

　以前生）

1　同居

2　別居

生年月日

(西暦)

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　

主

た

る

給

与

か

ら

控

除

を

受

け

る

他の所得者が

控除を受ける

扶養親族等

生年月日（西暦） 住所又は居所 異動年月日及び事由

住民税に

関する事項

16歳未満の

扶養親族

（2011.1.2

以降生）

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

住民税に関する事項

退職手当等を有する

配偶者・扶養親族

1　同居

2　別居

1　同居

2　別居

源泉控除

対象

配偶者
1　同居

2　別居

1 老人扶養親族　2 特定扶養親族　3　特定親族　4その他扶養親族　
生年月日

(西暦)

この申告書において省略されている個人番号（マイナンバー）については、給与支払者に提供済みの個人番号（マイナンバー）と相違ありません。

給与支払者は、従業員より既に提供を受けている従業員等の個人番号（マイナンバー）について相違がないことを確認しました。

※令和8年1月1日時点の情報を記入してください 所轄税務署長等
税務署長

市区町村長 顧客CD

社員番号

所属名称

1 配偶者

2 留学

3 障害者

4 38万以上の支払

5 30歳未満又は70歳以上

9 対象外（日本国内居住）

令和8年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書

/

扶

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

生年月日

(西暦)

/

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

/ /

入学年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日
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（〒　　　　　　　　　）

税務署長

保険金等の受取人
保険等 保険等の 保険会社等の

の種類
種類(目的) 契約者の氏名

円

円

円 円
円

円

円

円

円

円

円 円 円

円

保険金等の受取人
保険等
の種類

円

円
円

円

円 円
円

円

円

円

円

円 円

保険金等の受取人
保険等 円

の種類

支払開始日　　　　・　　　・ 円

円
支払開始日　　　　・　　　・ 円 円

支払開始日　　　　・　　　・ 円 円 円

支払開始日　　　　・　　　・ 円 円

支払開始日　　　　・　　　・ 円 円 円

【保険料税額計算欄】 生命保険料控除額（計⑧+③+⑨） 地震保険料控除額（計⑩+⑪）

①（A）を計算式Ⅰにより計算した額 円 ※最高120,000円 ⑩（F）に記入した金額（最高50,000円） 円 ※最高50,000円

②（B）を計算式Ⅱにより計算した額 円 ⑥ 円 ⑧ 円 ⑪（G）に記入した金額（最高15,000円） 円

③（C）を計算式Ⅰにより計算した額 円 ※（G）の金額が10,000円を超える場合：（G）*1/2+5,000円

④（D）を計算式Ⅰにより計算した額 円

⑤（E）を計算式Ⅱにより計算した額 円 ⑦ 円 ⑨ 円 円 円

所轄税務署長
給与の支払者

の名称（氏名）
（フリガナ）

氏名

社員番号

給与の支払者の法人

（個人）番号
顧客ＣＤ

あなたの住所

又　は　居所給与の支払者

の所在地（住所）
所属名称

新・旧
地震・旧長期

新・旧
地震・旧長期

新・旧
(Ｂ)【旧】に〇をつけた

一般生命保険料の合計額

保 険 会 社 等

の 　名　 称

保険

期間

保険等の対象となった 地震保険料

又は旧長期

損害保険料

の区分

保 険 会 社 等
保険期間

又は年金

支払期間

保 険 等 の

契約者の氏名

新・旧

の

区分

あなたが本年中に支払った保

険料等の金額（分配を受けた

剰余金等の控除後の金額）

(Ｇ)旧長期損害保険料

の合計額地震・旧長期

あなたが本年中に支払った保険

料等のうち、左欄の区分に係る

金額（分配を受けた剰余金等の

控除後の金額）

(Ｆ)地震保険料

の合計額

(Ａ)【新】に〇をつけた

一般生命保険料の合計額 家屋等に居住又は家財を利用

している者等の氏名

新・旧
地震・旧長期

新・旧 ※注意事項※
1枚（1契約）の控除証明書で地震保険料と旧長期損害保険料の両方に該当する場合のみ

控除証明書内に記載されているいずれか一方の控除（控除額が有利な証明額）しか受けられません。
※どちらの控除が有利かの判定は、下記参照

新・旧

社会保険料の合計額保険料を負担することになっている人

氏　　　名

保険料支払先

の　名　称

保 険 会 社 等
保険期間

又は年金

支払期間

保 険 等 の

契約者の氏名

新・旧

の

区分

あなたが本年中に支払った保

険料等の金額（分配を受けた

剰余金等の控除後の金額）

(Ｃ)介護保険料の合計

上記のうち

国民年金保険料の合計

額

保 険 会 社 等
保険期間

又は年金

支払期間

保 険 等 の

契約者の氏名

新・旧

の

区分

あなたが本年中に支払った保

険料等の金額（分配を受けた

剰余金等の控除後の金額）

(Ｄ)【新】に〇をつけた

個人年金保険料の合計額

新・旧 個人型年金加入者掛金（給与天引きされているＤＣ掛金は記入不要）

小規模企業共済等掛金

の合計額

新・旧 独立行政法人中小企業基盤整備機構の共済契約の掛金

新・旧 種　　類 あなたが本年中に支払った掛金の金額

新・旧
(Ｅ)【旧】に〇をつけた

個人年金保険料の合計額
企業型年金加入者掛金（給与天引きされているＤＣ掛金は記入不要）

計①+②（最高40,000円） ②と⑥のいずれか大きい金額 Ａ、Ｃ又はＤの金額 控除額の計算式 Ｂ又はＥの金額

計④+⑤（最高40,000円） ⑤と⑦のいずれか大きい金額 40,001円から80,000円まで Ａ、Ｃ又はＤ×1/4＋20,000円 50,001円から100,000円まで

氏　名

氏　名

氏　名

Ｂ又はＥ×1/4＋25,000円

20,000円以下 Ａ、Ｃ又はＤの全額 25,000円以下 Ｂ又はＥの全額

20,001円から40,000円まで Ａ、Ｃ又はＤ×1/2＋10,000円 25,001円から50,000円まで Ｂ又はＥ×1/2＋12,500円

計　算　式　Ⅰ　（新保険料等用）　※ 計　算　式　Ⅱ　（旧保険料等用）　※

控除額の計算式

新・旧

80,001円以上 一律に40,000円 100,001円以上 一律に50,000円

心身障害者扶養共済制度に関する契約の掛金

社会保険の種類
あなたが本年中に

支払った保険料の金額

令和7年分 給与所得者の保険料控除申告書

【1】一般の生命保険料控除

【2】介護医療保険料控除

【3】個人年金保険料

【4】地震保険料、又は旧長期損害保険料控除

【5】社会保険料控除

【6】小規模企業共済等掛金控除

保

地震保険料の金額 （最高50,000円） 旧長期損害保険料の金額 （最高15,000円）

10,000円を超える場合は、金額×1/2+5,000円

生 命 保 険 料 控 除

※点線内の計算欄は記入必須ではございません
※算出した金額に1円未満の端数があるときは、切り上げます。
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連帯債務とは、1つの借入を複数の者で債務を負う事をいいます
（一般的には夫婦や親子で連帯債務を組むことが多い）


 (C）借換後の住宅ローンの年末残高（当年の残高証明書に記載されています） 
（A)≧（B)　→　残高証明書の「年末残高」（C）を申告書に記入ください。

（A)＜（B)  →　残高証明書の「年末残高」（D）を申告書に記入ください。

③　　連帯債務がある

連帯債務の場合は、残高証明書に連帯債務者の氏名が記載されます。

※記載がない場合は単独債務となります。

　　　  ※新様式申告書（14ページ）にはあらかじめ連帯債務負担割合が記載されているため、備考欄への記入の必要はありません。

■連帯債務

※１.負担割合または負担金額　2.住所　3.氏名　4.勤務先（勤務先がない場合、勤務先：なしと記入）　5.勤務先住所

 (B）借換後の住宅ローンの借入時の当初金額（毎年の残高証明書に記載されています） 

※現在、お住いの住所と異なる理由に☑チェックを付けてください。

　単身赴任による一時的な不在　　　区画整理や市区町村合併による住所・地番変更　　　東日本大震災により対象の家屋に居住できなくなった

※本人または生計を一にする家族が本年12月31日時点で居住をしていない場合は、申告する事ができません。 

　★申告対象となる家屋の現在の住所を記入してください。⇒

Ｃ借換後年末残高

②　　初回の確定申告以降、ローンの借換を行った

（A）と（B)を比較し、申告書に記載できる残高を確認する必要があります。

Ａ借換直前残高 B借換住宅ローン Ｄ借換時年末残高
 (A）借換直前の住宅ローン残高（最後に一括返済したローン残高） 

住　所 会社連絡先 個人連絡先

【注意事項】※必ずご確認下さい。

①　「残高証明書」　を準備した

下記の①～③のチェック項目に該当する場合は☑チェックを付け、記入をお願いします。

①　　「住宅借入金等特別控除申告書」中段印字の住所と、現在の住所が異なる

③　日中連絡が取れる連絡先をご記入ください。

②　「令和7年（平成37年）住宅借入金等特別控除申告書」（電子印字の場合はQR付きの申告書）　を準備した

　　　※電子印字の場合はQR付きの申告書が必要です。QR付き申告書作成ツールにて作成頂き印刷をお願いします。

借換時の書類を必ずご確認ください。

（借換直前の住宅ローン等の残高がわかる書類）

×

ア

住宅借入金等特別控除申告書 貼付台紙(令和7年分)
社員番号：

会社名： /氏名：

÷ ＝

連帯債務者（申告者本人ではない）が、申告書の備考欄に記入をした

イ

※ 貼付時注意事項…のり・ホチキス・クリップ止めはＮＧ、セロテープで貼り付けてください。

点線内に金額を記載し、「ア」か「イ」にチェックをつけてください。

①残高証明書 貼り付け位置（セロテープで貼ってください）

②住宅控除申告書 貼り付け位置（セロテープで貼ってください）

縦に二つ折
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